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1) より詳細な立法経緯については，鈴木禄彌編『新版注釈民法(17)』（有斐閣，1993）

195-196頁（山崎賢一=田中恒朗），来栖三郎『契約法』（有斐閣，1974）685-689頁。

2) フランスにおける不動産ヴィアジェの詳細については，太矢一彦（訳）「フランスにお

ける不動産ビアジェ」――フランス経済社会評議会意見書かつ報告書――㈠㈡㈢，東洋法

学53-1（2009）171-207頁，同53-2（2009）245-279頁，同53-3（2009）267-311頁，太矢

一彦「フランスの抵当権付終身貸付 (le prêt viager hypothécaire)・ビアジェ (le viage

immobilier) に関するヒアリング調査」東洋法学56-1（2012），伊奈川秀和「フランスの

終身定期金について」上・下，社会保険保険旬報2155号12-16頁，同2156号24-31頁等を参

照のこと。この他一般向け解説書として Bernard Le Court, Guide des viagers, 4th ed.

(Editions de puits Fleuri, 2012) を参考にした。

3) たとえば，Le Renouveau de la Vente en Viager, Investir Magazine (2012.4), p. 20

4) 有地亨『新版家族法概論［補訂版］』（法律文化社，2005）317頁-322頁，富田哲「対価

的相続意識の問題点――扶養と相続の一断面――」福島大学行政社会論集21巻 2 号1-22

頁，林田清明「家族の変容と相続，扶養行動-法学的視点から」季刊家計経済研究74 →

は じ め に

わが国の民法における終身定期金契約は，フランス民法の規定 (le

contrat de rente viagére) を参考にしたものとされる1)。フランスではこ

れを活用して，シニア層が持ち家の所有権を売却すると同時に売却代金を

終身定期金 (la rente viagére) で受け取る「不動産ヴィアジェ」(le viager

immobilier) が200年以上前から存在している2)。近年あまり事例を見かけ

なくなっていたが，最近になって，高齢化の進行や IT を活用した新たな

ビジネスモデルの登場等によりその数が増えていると報道されている3)。

わが国でも不動産ヴィアジェと同じ経済効果を有する契約を現行法の枠

内で締結することは十分に可能であるが，少なくとも筆者は実際に行われ

た例を知らない。しかし，急速な高齢化の進行と年金財政の逼迫化の下，

シニア層の持ち家を老後資金として活用するための手法開発が喫緊の課題

となっている。かねて，相続人自身が高齢化する中で，親子間の相続につ

いては，被相続人の扶養が強く意識された対価的相続意識の高まりが指摘

されているところであるが4)，最近は，よりさっぱりと，家族法・相続法
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→ 号（2007）41-48頁。日仏の意識調査について，江口隆裕「介護・扶養・相続――日仏の

意識調査等を踏まえて――」北大法学論集44号（1993）210-169頁。

5) なお，本稿の草稿段階で立命館大学の望月爾教授，岸本雄次郎教授，同学大学院法学研究

科後期博士課程犬飼久美氏より貴重なご指摘を頂戴した。ここに記して深く謝意を表したい。

6) ギ・ド・モーパッサン・青柳瑞穂訳「酒樽」『モーパッサン短編集㈠』（新潮文庫，

1971）より。

の枠外で，「対価性の明確な取引」によって扶養負担を生前清算するニー

ズが強まっているようにも思われるのである。

そこで本稿では，家族間でフランス型の不動産ヴィアジェを行うことに

より，親世代が契約により老後の資金を確保しつつ持ち家を子世代に生前

承継する仕組みについて検討し，標準的な契約書例を含む制度設計を行う

ことによって，一般家計や専門家の参考に供することとしたい5)。

Ⅰ 不動産ヴィアジェとその問題点

1．フランスにおけるヴィアジェ

フランスにおける不動産ヴィアジェの内容を具体的にイメージするに

は，モーパッサンの短編小説「酒樽」の一節を紹介するのが最も手っ取り

早い6)。

「それを平ったく言えばさ，わしはおまえさんに月々150フランずつ

あげるのさ。いいかね，毎月わしは，あの二輪馬車に乗ってよ，おまえ

さんのところへ運んできてあげるのだよ。 5フラン金貨を30枚ずつな。

そうしたところで，ふだんとちっとも変りはねえ，これっばかしも変り

はねえ。これまでどおりおまえさんは自分の家にいなさればいいし，わ

しのことなど，気にすることもねえし，べつに恩にきることもねえだ。

おまえさんは黙ってわしの銭をとってくれさえすればいいのさ。これは

どんなもんだい？」中略

「それだと，わしのほうはそれでいいとしても，おめえさまのほうは
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7) 米国では，担保不足の場合には相続人が残債務を負担しないノンリコース型が普及し →

どうなるのかな，この屋敷は，それだとおめえさまのものにならねえだ

ろうに？」

亭主はさらに言葉をすすめた。

「それのことなら心配はまっぴらだ。おまえさんは神さまが生かして

おかっしゃるあいだはいつまでもここにいなさるがいい。ご自分の家に

いなさるわけなのさ。ただ公証人のところで 1筆書いてもらうのさ，お

まえさんのないあとは，わしのものになるとな。子供衆はないことだ

し，身寄りといえば甥御ばかりだが，それだってあまりかまいなさらね

えし，どんなもんだね？生きていなさるうちはさ，おまえさんのものだ

し，そうして月々， 5フラン金貨が30枚もらえる。おまえさんにしてみ

りゃまるまるのもうけよ。」

後段で詳しく分析するが，わが国でも売買契約の代金債務を終身定期金

契約により更改すれば類似の経済効果を得ることができる。

2．存命中に住宅の価値を実現する手法

不動産ヴィアジェは，自宅に住み続けたままその経済的価値を実現して

資金を得るための金融的手法のひとつと位置づけることができる。同様の

目的で用いられる既存の手法には，リバースモーゲージと負担付贈与があ

る。親族間についていえば，単純な相続もそのようなものとしてみること

ができる。

⑴ リバースモーゲージ

まず，リバースモーゲージは，自宅（土地・建物。以下同じ）に抵当権

を設定し，存命中は住み続けたまま金融機関から生活費等を借り入れて死

亡時に抵当権を実行して全額返済する仕組みである（死亡時の処分価額が

残債務未満の場合，不足額は相続人が引き継ぐことになる)7)。
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→ ているが，筆者が知るかぎりわが国には例がない。

⑵ 負担付贈与

次に，負担付贈与は，主として個人間で自宅を贈与する見返りに受贈者

が贈与者を扶養する負担を請け負うものである。負担が金銭的なものとは

かぎらないため，これを自宅の価額と厳密に対応づけることはできない

が，当事者の意識上は一定の対価関係が認められる。

⑶ 相続

親子間で行う負担付贈与は，存命中に扶養負担と相続財産を紐付ける取

引ということができるが，あえて生前贈与を行わない場合でも，当事者間

に，扶養を行う子が，将来自宅を含む親の財産を相続することで報償され

るという意識が，明確に，あるいは，漠然とあることは少なくないであろ

う。こうした場合，相続は扶養負担と相続財産とを事後的に紐付けるもの

とみることができる。

⑷ 4手法の比較

不動産ヴィアジェと上記 3手法を詳細に比較することは紙幅が許さない

ので，図表 1で大まかに整理しておく。
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図表 1 自宅に住み続けたまま経済的価値を実現するための手法

200-1

3．リバースモーゲージと不動産ヴィアジェの比較

これら 4手法のうち，リバースモーゲージと不動産ヴィアジェは，住宅

の経済的価値実現そのものを目的とする金融取引 (equity release finance)

と位置付けることができる。そこで，両者を利用して余命20年間にわたり

毎年定額の貸付金もしくは定期金を受け取る場合の受取可能額を比較して

みよう。仮に，現時点における住宅の市場価値が1000万円，利子率を年 1

％，貸付金・定期金は後払いとする。

まず，不動産ヴィアジェの場合，定期金年額は，

円となる。
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これに対し，リバースモーゲージの場合，仮に20年後の住宅の市場価値

が1000万円で不変だとしても，その間の金利を含めて20年後に返済できる

だけの金額しか融資できないから，毎年借りられる金額は，

円となり，不動産ヴィアジェよ

り 2割程度少なくなる。実際には，20年後の住宅の価値は変動するので金

融機関がこのための担保掛目を要求すれば借りられる金額はもっと減る。

もっとも，不動産ヴィアジェの買主は当初20年間購入した住宅を自ら使

用収益しないので，その間の帰属家賃相当額を定期金から控除しないと損

をする。もし，不動産ヴィアジェとリバースモーゲージが経済学的にみて

まったく同じ実体を持つ取引なのだとすれば，最終的には，利子率から帰

属家賃の期待収益率を控除した修正利子率で計算した定期金の額がリバー

スモーゲージの借入可能額と一致するように帰属家賃の期待収益率が決定

されることになるはずである。つまり，上の例でいえば，

円となるように，帰属家賃

の期待収益率が決まるということであり，計算すると年約1.9％程度にな

る。

しかし，現実には両者は法律構成もさることながら，利子率，住宅の換

価価値，保有者の寿命がそれぞれ変動した場合のリスク負担のあり方が大

きく異なるため，これを単純に「経済的に同じことを，やり方を変えて

やっているだけ」と考えるべきではない。以下は両者の違いを表にまとめ

たものである。
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図表 2 3 大リスク要素からみたリバースモーゲージと

不動産ヴィアジェの比較

200-2

これによれば，不動産ヴィアジェの場合，利子率変動リスクと住宅価格

変動リスクが顕現化しないのに対し，リバースモーゲージの場合，具体的

なリスクとして顕現化する。また，リバースモーゲージの場合，借主の寿

命伸長は貸主だけでなく借主にとってもリスクとなるのに対し，不動産

ヴィアジェの場合，「終身定期金」であることとの本質からして，売主

（定期金債権者）と買主（定期金債務者）のリスクポジションが正反対に

なるという特徴がある。

こうしてみると，理論的にみても両者の条件が必ず一致するとは限らな

いし，それぞれを好む利用者の属性もまた異なるはずである。
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8) リバースモーゲージの名称を聞いたことのある者の割合が44％におよぶのに対し，不動

産ヴィアジェ契約については全く知らない者の割合が90.6％であったのとのアンケート結

果がある（太矢一彦（研究代表）「リバースモーゲージの立法的提言に向けて――ビア

ジェとの比較における実態調査研究――」三井住友海上福祉財団研究結果報告書集 :交通

安全等・高齢者福祉16［2010］，107-110頁）。

9) 法務省民事局参事官室「民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明」（平成

25年 4 月）第45の 2 にそうした見解の存在が指摘されている。

4．不動産ヴィアジェの問題点

では，古くから民法に制度が存在するにもかかわらず，わが国において

不動産ヴィアジェ的な取引の事例がほとんど存在しないのはなぜか8)。

⑴ 制度の難解さ

まず，今回契約書式を起草してみて実感したことだが，個人間で不動産

ヴィアジェ契約を適切に取り交わすためにはかなり高度な法律知識が必要

だということが指摘できる。売買や贈与のように民法に規定が設けられる

前から日常的に存在する取引と異なり，終身定期金のように，取引そのも

のがわが国にあまりなじみのないものの場合，ただ待っているだけで自然

発生的に事例が積み上がることは期待しづらい。仮にニーズがあるはずだ

としても，法律家がより具体的かつ丁寧にその活用方法を説明し，一般人

が利用しやすいように契約の標準化を行うといった，啓蒙・環境整備の努

力が不可欠である。言いかえれば，終身定期金契約に関するかぎり，契約

事例が少ないことをニーズがないことの証左と安易に決めつけること9)に

は慎重さが必要である。

⑵ 民法の規定の不都合

また，民法の規定にも多少問題がある。わが国の民法は，定期金の債務

不履行の場合に，定期金債権者（売主）が終身定期金契約を解除すること

を認めている。これに対し，フランス民法は定期金債務不履行のみを理由
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10) 母法の仏法において定期金の債務不履行に関する該当条文（仏民法1977・1978条）には

そうした定めはない。

とする解除を認めない（1978条）。一見，わが国の場合のほうが債権者の

権利が強められているように思えるが，解除によって住宅を取り戻すに

は，それまで収受した定期金の元本部分を返還せねばならない（民691

条)10)。あたり前ではあるのだが，不動産の返還と元本の返還は同時履行

の関係にあるとされるため（民692条），手持ち現金が潤沢でない（だから

こそ，不動産ヴィアジェを利用していると考えられる）高齢の債権者は，

解除権を行使しても必ずしも十分な救済を受けられないリスクがある。も

ともとキャッシュがないから自宅を活用して定期金を得たにもかかわら

ず，相手方の債務不履行によりもとのアセットリッチ・キャッシュプアー

の状態に戻されては元の木阿弥だし，万が一，元本清算のために家の処分

を余儀なくされることになれば本末顛倒も甚だしい。

思うに，当初に終身定期金の元本として定期金債務者に譲渡される財産

が，現金や換価性の高いものの場合と，不動産のように換価性の低いもの

の場合とでは，債務不履行にあたり「解除して元本の返還を求める」こと

の意味合いがかなり異なる。後者の場合，元本として譲渡された財産を最

終的な債務履行の引当てとすべきは当然としても，老後の生活資金を得る

という終身定期金の典型的な目的からすれば，解除して原状回復を求める

という方法だけでなく，定期金が引き続き確実に支払われるような手当を

講じておく必要がある。仏民法が定期金債務不履行の場合に解除を認め

ず，債務者の財産を差押え，これから確実に定期金が支払われるよう求め

る権能のみを認め（1978条），あるいは，債務者が元本を返還しすでに支

払った年金の返還請求権を放棄してもそれ以降の終身定期金債務を免除さ

れず，結果的に債務が重い負担となっても給付を行うことを要求する

（1979条）背後には，高齢者が生活資金を得るために，換価性の低い不動

産を元本として行う年金代替的取引が普及している事実への配慮があるも
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11) フランスではさらに特別法によって終身定期金の金額について強制的な金額改定（物価

スライド）を定めており（1945年 3 月25日法律第49-420号），年金的性格がより鮮明と

なっている。

12) 同小説では定期金債権者となった老女がなかなか亡くならないのに業を煮やした債務者

が表題が示唆するように，老女を酒浸りにして死に追い込むという内容になっている。

13) Jeanne Calment, World’s Elder, Dies at 122, New York Times (1997.8.5) 等。

14) ｢射幸契約性とは，偶然な事実による金銭の移動が約束されて不当利得の機会があるこ

とをいうのではなく，倫理的には中立であって，一方または双方の当事者の契約上の具体

的な給付義務が発生するかどうかまたはその大小いかんが，偶然な事実によって左右さ →

のと考えられる11)。この点で，わが民法の終身定期金の規定はどちらか

というと当初に定期金の現価にあたる金銭を払い込んで定期金を受け取る

対等な当事者どうしの取引を想定しているように思われるのである。

もちろん，民法691条は任意規定と解されるから，実際の取引にあたっ

ては，当事者間の合意で民法の原則を修正すればよいわけだが，こうした

対応を一般の個人間取引に期待することは酷だろう。そういう意味では不

動産ヴィアジェは「わが国では利用された事例がない」というより，「利

用することが難しい制度なので利用ニーズがあってもそのままでは事例が

でない」という面が強いように思われる。

⑶ 射幸性への躊躇

第三に，定期金債権者が長生きすると債務者は損，早死にすれば得とい

う射幸性が利用者の躊躇につながっている可能性がある。ヴィアジェとい

うと，われわれはどうしても，冒頭で紹介したモーパッサンの小説におけ

るその後の展開のような事態を想像してしまう12)。また，ギネスブック

で122歳という世界最長寿の記録を有するフランス人女性 Jeanne Calment

が，90歳で44歳の男性と不動産ヴィアジェ契約を締結したが，買主のほう

が先に亡くなってしまい，最終的に買主とその相続人は市場価値の倍の価

格を支払うことになったという有名な話もある13)，

しかし，本来「射幸性」とは保険契約等に認められるような，給付に不

確実性が伴う性質をいい，倫理的には無色の用語である14)。そもそも，
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→ れることをいう。」（西島梅治『保険法［第三版］』（悠々社，1998），9-10頁）。なお，終身

定期金にかかる民法の規定を射幸契約に関する一般的規定に置き換えるべきとの主張につ

いて，西原慎治「債権法改正私案――終身定期金契約（民法689条以下）に関して――」

神戸学院法学38-2（2008）349-370頁。

こうした契約が公序良俗に反するのなら典型契約として定められるはずが

ないわけであるから，それ自身が社会的に非難されるものでないことはい

うまでもない。

さらに，そもそも各年齢における死亡率等の生命諸比率は国が作成する

生命表という統計により確率的に表現されており，終身定期金はそうした

諸比率を用いて数理的に計算された現価に等しい確定的な価値を持つ金銭

債権（基本権たる定期金債権）なのであって，これを不動産の対価として

支払うということは「賭け」とはまったく異なる。それは，たとえば将来

収益や金利が変動する株式や変動利付債券に現時点における確定的な価格

があることと同じである。

ただし，そうした考え方が一般人にとって理解しづらいものであること

は確かであり，不動産ヴィアジェが「相手の寿命次第で代金が増減する売

買」と受け止められても仕方のないところがある。逆に言えば，そうした

点が鮮明に意識されにくい親子間のような文脈で活用すればヴィアジェ本

来の特質を活かした取引ができる可能性がある。

⑷ 債務者の信用リスク

終身定期金債務の期間は近時の長寿化の傾向からきわめて長期に及ぶ可

能性がある。このため，債権者は債務者の信用力が悪化するリスクに長期

間さらされてしまう。また，万が一債務者が破綻してヴィアジェの対象資

産に強制執行がなされた場合に債権者の居住権が脅かされるリスクも高

い。

こうしてみると，まったくの他人同士である個人が自発的に不動産ヴィ

アジェを行うことにはかなり無理があるだろう。おそらく，生命保険会社
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15) ただし，居住用土地建物にかかる譲渡所得課税については3000万円の特別控除がある上

（税特措35条），所有期間が10年超の場合には課税所得額が6000万円以内なら10％（執筆

時）の軽減税率が適用される（税特措31の 3 条）。なお，脚注28参照。

16) 本来損得だけなら，不動産価格が上昇を始めるときにリバースモーゲージ，ピークにあ

るときに不動産ヴィアジェを行うことが合理的なのだが，皮肉にも実際にはその逆となる

ことが多いようである。

のような金融機関が買主となり（経済実体としては年金保険料を住宅で現

物納付する終身年金のようなもの），定期金に関する債務不履行の懸念を

なくした上で，さらに射幸性を希薄化するために定期金の最低受取額を保

証するといった仕組みでないと一般的には普及しないのではないか。

⑸ 譲渡所得課税への懸念

最後に，ヴィアジェにあっては不動産が契約時点で定期金債務者に移転

するため，対象となる住宅の取得価額が定期金算出の根拠となる評価額よ

り低いと，譲渡所得税が発生するという問題がある15)。この場合，売買

の対価は定期金でしか支払われないから，上述のように手持ち現金が潤沢

でない高齢の売主は税負担を賄えない可能性がある。上述 2点に比べれば

副次的な問題ではあるが，1990年代の初頭，いわゆる不動産バブルの時代

に年金代替の仕組みとしてリバースモーゲージに焦点があたり不動産ヴィ

アジェに関心が集まらなかった大きな理由のひとつはここにあったという

のが筆者の印象である16)。

Ⅱ 新たなニーズ仮説

それでは，わが国において不動産ヴィアジェが合理性を持つ領域がある

だろうか。本稿ではそうした可能性のひとつとして，独立した家計を営む

世代の異なる親族どうしの間でこれを行うファミリーヴィアジェとでもい

うべきものを考えてみたい。
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1．モデルケースの想定

まず，検討にあたり，次のようなモデルケースを想定する。

父 70歳 東京郊外に自宅保有。居住中。

1980年代中頃に購入した自宅の評価額は，土地の路線価が

5000万円（取得価額は6000万円程度），建物は減価償却後

の取得価額はゼロ。相続税評価額もゼロだが，市場価格は

400万円程度。

上場株式 評価額200万円程度

預金 残高800万円程度

生命保険 500万円（相続税非課税）

母 65歳 父と同居。

長男 45歳 会社勤務。両親とは別居。すでに自宅があり当面同居の予

定なし。

長女 42歳 専業主婦。両親とは別居。

○1 両親は，生活費を年金と預金の取り崩しで賄い，子供とは独立した

生計を営んでいる。

○2 母は，父の死後も自宅でできるだけ 1人で気兼ねなく暮らしたいと

言っている。その場合，年金だけでは生活費が不足するため，長男とし

ては，月10万円程度の仕送りが必要になると考えている。

○3 現在の状態で父が死ぬと，相続財産の評価額は約6000万円（預金利

子等は無視）。基礎控除（平成27年以降の改正後規定による）は4800万

円（3000万円＋600万円× 3 人）なので，課税価格は1200万円。母の相

続分は600万円，子供 2人はそれぞれ300万円ずつとなり，母は小規模宅

地評価減の特例（80％，税特措69条の 4）が受けられることに加え，配

偶者に対する相続税額の軽減特例（相税19条の 2・ 1号）があるため結

立命館法学 2014 年 1 号（353号)

80 ( )80



17) なお，過去の扶養料にかかる扶養義務者間の求償請求は，当事者間の協議が整わない場

合に家庭裁判所が各自の資力その他一切の事情を考慮して審判で決定すべきものであり，

（不当利得の返還請求や事務管理費用の償還請求として）通常の民事裁判手続で判定すべ

きではないとするのが判例の立場である（最判昭和 42・2・17 民集 21-1-133）。

果的に相続税はかからないが，子供はそれぞれ30万円（税率10％）の相

続税がかかる。

○4 長女は両親のめんどうをみる余裕はまったくない状態だが，夫の強

い意向もあり，両親が亡くなったあとは家の持分 1/2（約2500万円）に

ついて分割を請求するので現金で清算してほしいと言っている。長男

は，虫の良い話と思いつつも争いは避けたい。結局，清算のためには父

の自宅を売るしかないかなと考えている。

2．相続と扶養

モデルケースをみると分かるように，自宅が財産の大部分を占める庶民

の場合，東京近郊であっても相続税負担がそれほど重いわけではない。し

かし，共同相続人の一部が相続財産である家の共有持分について分割請求

を求めると，清算資金のために売却を余儀なくされる可能性が高まる。さ

らに，このケースでは長男が長期間にわたり母の生活費を負担することに

なる可能性が高いが，これを長女に求償することは稀であろうし17)，長

男の負担が通常の扶養の範囲内に留まる場合，相続において寄与分が認め

られる特別の寄与（民904条の 2）にはあたらない。仮にあたるとしても

長男としては寄与分を法的に主張してまで妹の相続持分を減らそうとはし

ないことが多いだろう。

こうしてみると，老親の扶養については事実上特定の子がこれを負担す

ることになるにもかかわらず，相続においてはこの負担が適切に清算され

ず，全ての子が等しく相続持分を主張する事例が少なくないのではない

か。さらに，長寿化の進展によって要扶養期間が長期化しており，そのコ

ストが相続する財産によって十分に賄われない事例が増加している可能性
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18) 脚注 4 所掲の文献参照。富田前掲注 4 は，「扶養と相続との間のみならず面倒見的看護

と相続の間にも，有償契約における対価が存在するかといわれれば『否』である。しか

し，面倒見的看護と相続との間には何らかの見返り，すなわち一種の対価的な関連性があ

ることは否定できない。さらにこうした見返りは決して不合理なものとはいえない面があ

る。それゆえ，この一種の対価的見返りを法的操作の可能な領域に取り込むべきであっ

て，それはできる限り契約的な構成にすることである。」とする（同17頁）。本稿はこうし

た方向の試みのひとつといってもよいかもしれない。

も高い。家督相続制度を廃止したことによって，善し悪しにつけ扶養義務

と相続権との経済的な対応関係があいまいになり，その歪みが長寿化に伴

い顕現化しているといってもよいだろう。

かねてより，長寿化の進行により相続人の年齢が上昇したことから，従

来相続の根拠として考えられていた相続人の扶養という観点の重要性が希

薄化する一方，被相続人みずからの扶養の問題との関連が重要性を増し，

被相続人が自分の面倒をよくみてくれた相続人に自分の相続財産を多く与

えたいという，対価的相続意識が強まっているとの指摘がなされていると

ころである18)。こうした相続意識の変化については，子・配偶者・その

他の親族で濃淡もあり，一概に決めつけられないところもあるが，少なく

とも親子の間については以前に増して顕著化しているのではないか。そこ

で本稿では，こうしたケースが少なくともある程度は存在するとの想定に

基づき，世話になる両親の側にも世話をする特定の子の側にも，生前の扶

養負担について相続というかたちではなく，生前の財産処分によって一定

の清算を行いたいというニーズがあるという仮説に基づき以後の議論を行

うこととする。

3．生前贈与の制約

扶養される者が，契約によって財産を相手に譲渡する見返りに特定の者

からその対価として，一定の財産的給付を受ける取引法的仕組みとして

は，すでに指摘した負担付贈与がある。モデルケースにあてはめると，長

男が親から自宅の贈与を受けた上で，使用貸借等で住まわせた上，扶養負
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19) 負担の不履行が忘恩的なものについて贈与契約の解除を認めた事例として，最判昭和

53・2・17 判タ 360-143。

担を行うといった取引がこれにあたる。

しかし，贈与の場合受贈者に贈与税が発生するため，対象財産の価値を

十分に活用することができない。贈与税は相続税の補完税なのでその税率

がかなり高率で基礎控除額も少額という問題もある。また，負担が対象財

産と厳密な対価性を有しているわけではなく，そもそも負担の内容を明確

に金銭に見積もることも難しい（難しいからこそ負担付贈与としていると

もいえる）。仮にそれが可能としても，受贈者が負担を履行しない場合に

贈与者が負担の履行を法的に強制することは事実上難しい場合が多いであ

ろう19)。さらに，共同相続人に遺留分（民1028条）が認められているた

め，後日減殺請求（民1031条）をされるリスクもある。

4．不動産ヴィアジェの活用可能性

では，不動産ヴィアジェを使ったらどうか。親が老後の生活費を保有不

動産の価値を活用して確保する目的で，扶養負担を事実上担う子に対し

て，自宅の全部または一部を売却し，その対価を終身定期金で受け取るこ

とにするわけである。

この場合，子は扶養義務に基づいて親を扶養するのではなく家の対価と

して毎月の仕送りに相当する金額を支払うことになる。契約の時点で物件

の所有権が確定的に移転するならその後に親が死亡してもそもそも相続財

産にならない。また，終身定期金は債権者の死亡により終了するからやは

り相続の対象にはならないし，債務免除が行われるわけでもない。

たとえば，モデルケースにおいて，長男が父との間で不動産ヴィアジェ

契約を締結し，父母の両方が死亡するまで月10万円を支払う終身定期金の

現価相当分だけ家の持分を譲り受け，両親には使用貸借で住まわせること

にしたとする。具体的にどんな契約にしたらよいかは次節で詳しく検討す

るとして，先に，その経済効果を考えてみよう。
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20) 以下の計算については，日本アクチュアリー会正会員でサムソン生命株式会社顧問の山

内恒人氏に助言を得た。ここに記して謝意を表したい。なお，計算結果の正誤にかかる責

任は一切筆者にある。

21) 田中周二=小野正昭=斧田浩二『年金数理』（日本評論社，2011），47頁-48頁，53頁-54頁

22) 終身定期金債権（債務）の経済的価値を，債権を取得した時点における金銭的価値とし

て表したもの。

23) 生命表の諸比率は年単位なので計算もこれにあわせるもの。この結果，定期金を月ごと

に支払い亡くなったあとは支払わない場合に比べると，僅かではあるが年金現価が大きめ

に計算される。もし保守的に計算するなら，定期金は 1年間生存した場合にのみ年末に支

払われるという前提で計算すればよい。

24) 定期金年額を 1としたときの現価の倍率。

25) 計算方法は次の通り。まず，生命表に従い父母のそれぞれについて開始年齢から生命表

の上限年齢までの各年年頭において生存している確率（その後は前々年生存率［初期値は

1 ]×前年の生存率）を求める。次に，ある年度に父母のいずれかが生存しており年金が

支払われることになる確率を，先に求めた各年におけるそれぞれの生存率の和から積（共

存率）を引いて求める。最後に，この値をそれぞれ現在価値に割り戻して合計すれば定期

金の現価となる。特定の年齢の組合せだけであればマイクロソフト社のエクセルのような

表計算ソフトで比較的簡単に求めることができる。付表はこれを50歳∼90歳の各年齢の組

合せのすべてについて計算したものである。

26) わが国の法令上終身定期金の現価率の計算方法を定めるものとしては相続税法がある

（24・25条）。これによれば，終身定期金の現価（複利年金現価率）は，相続人が完全生命

表に基づく平均余命で死亡するものと仮定し，それまでの期間について年金を受け取るも

のとしてその割引現在価値を複利計算で求めるという便法によっている（相続税法施行規

則12条の 2，12条の 3）。しかし，この方法では連生型の年金の評価が難しい上，平均余

命以前に死亡する場合の割引の効果が平均余命を超えて死亡する場合のそれより大きくな

るため，年金数理に基づく理論的な現価よりかなり大きくなるという問題がある。脚注25

で指摘したように現価率の計算は生命表さえあればマイクロソフト社のエクセルのよう →

⑴ 対価となる終身定期金の現価計算20)

まず，生保年金数理の考え方に従って21)，夫婦が終身で月10万円もら

える終身定期金の現価22)を計算する。

付表は，定期金を年頭に 1年分まとめて 1だけ支払い，父母が 1年の間

のどの時点で死んでもすでに支払った定期金は清算しない場合23)，父母

それぞれの開始時年齢における定期金現価率24)がいくらになるかを求め

たものである25)。計算に用いる生存率は厚生労働省が 5 年に 1 回全数に

基づき作成している完全生命表（直近は第21回［2010年］）による26)。
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→ な汎用の表計算ソフトで比較的簡単に計算できることから，より厳密な理論値によること

が好ましい。

27) 路線価は個人間の土地売買における価格指標として最も客観的で利用しやすいものだ

が，公示価格の 8割程度に設定されるため，税法上低廉譲渡ではないかが問題となる。こ

の点について，相続税評価額（路線価）と同水準の価額かそれ以上の価額を対価として土

地の譲渡が行われた場合は，原則として「著しく低い価額」の対価による譲渡ということ

はできず，例外として，何らかの事情により当該土地の相続税評価額が時価の80パーセン

トよりも低くなっており，それが明らかであると認められる場合に限って，「著しく低い

価額」の対価による譲渡になりうると解すべきであるが，その例外の場合でも，さらに，

当該対価と時価との差額が著しいか否かを個別に検討する必要があるとした裁判例がある

（東京地判平成 19・8・23 判タ 1264-184）。路線価が 1年に 1回しか見直されないことや，

土地のように流動性の低い資産については市場価格といっても 2割程度の上下幅があるこ

とは少なくないことからすれば妥当な判断と解される。

これによると，モデルケースにおける定期金現価率（開始時年齢男70

歳，女65歳）は約22.57641，定期金年額120万円に乗じると，約2709万円

となる。

⑵ 経済効果

この金額を前提にモデルケースの経済効果を考えると以下のようにな

る。

○1 ’ 現時点で父は長男に住宅の価額5400万円（土地は路線価27)，建物

は市場価格約400万円で売却と想定）のうち，2709万円分の持分（約

1/2）を譲渡したことになる。両親は，自宅に住み続けたまま売却代

金を死ぬまで毎月10万円受け取れる。この時点の譲渡所得課税につい

てみると，建物部分の減価償却考慮後の取得価額（6000万円×1/2＝

3000万円）が売却価額を上回っているので譲渡所得は生じない。

○2 ’ 母は父の死後も健康状態が許すかぎり，相続持分もしくは使用貸

借契約に基づいて自宅に 1人で気兼ねなく暮らせる。長男は，扶養で

はなく家の代金として月10万円の支払いを続ける義務を負う。

○3 ’ 父が死ぬと，自宅の相続税評価額は約5000万円×残余持分 1/2＝
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28) 配偶者・直系血族のように特別の関係がある者に対して居住用土地建物を譲渡した場合

には譲渡所得課税の特例（脚注15）が認められない。

29) なお，こうした仕組みが普及すれば，立法論ではあるが，フランスにおける取扱を参 →

2500万円。月10万円の定期金があるため預金は全額温存できていたと

すると相続財産は金融資産との合計で3500万円。これに，母のその時

点における年齢に基づいて計算した終身定期金の現価（一種の死因贈

与。計算方法については脚注26）を加えたものが相続財産の評価額と

なるので，これが，基礎控除（平成27年以降）である4800万円（3000

万円＋600万円× 3 人）を超えればその金額に対して相続税がかかる

（母には配偶者控除，小規模宅地の評価減の特例の適用あり）。

○4 ’ 母が亡くなった段階では，長男の持分が 3/4（ヴィアジェによる

購入持分 1/2＋父死亡時の相続分 1/8＋母死亡時の相続分 1/8），長女

の持分が 1/4（父死亡時の相続分 1/8＋母死亡時の相続分 1/8）とな

る。この結果，長女が自宅にかかる自己の相続持分を分割請求してき

た場合の清算額は1250万円ですむ。

なお，上の事例からも推察されるように，ファミリーヴィアジェを行う

と相続税負担が減少する場合がありうるが，本スキームの最大の目的は，

特定の親族から提供される扶養サービスに対する対価を，扶養・相続とい

う枠組みの外で生前に自宅の経済的価値を活用して取引法的に清算するこ

とにあり，相続税の節税効果を狙うものではないことに注意されたい。実

際，たとえば，父祖代々の土地のように取得価額の低い物件でこの取引を

行うと高額の譲渡所得課税がなされる可能性があることに加え28)，父が

先に亡くなった場合に母が取得する終身定期金には相続税が課されるか

ら，むしろ税額の合計は増える可能性もある。さらに，私法の枠組みに

そった理論的な課税関係は上記のとおりと思われるが，前例がないことや

税務においては私法の枠組み通りに課税がなされないケースも少なくない

ので，このとおりになるとは保証できない29)。
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→ 考にして，契約の段階と死亡時には課税せず，定期金支払時に分割して課税（たとえば年

金と同様雑所得として課税）することにすれば，譲渡所得課税を気にせず自宅の価値を老

後の生活費にあてられる一方，定期金については，累進課税の枠組みの中で年齢や総収入

に応じた課税がなされることから，相続・扶養の取引法的構成という枠組みに素直な取扱

となるのではないかと考える。

Ⅲ 法律構成の検討

このように，親子間の不動産ヴィアジェ-ファミリーヴィアジェには，

通常の扶養-相続の枠組みのなかで財産を承継するのとはかなり異なる経

済効果があることがわかる。少なくともモデルケースのような事例の場

合，単純に扶養＋相続によらず，両親が元気な間にこうしたアレンジメン

トをすることを望む家計もあるのではないか。

そこで本節では，ファミリーヴィアジェの典型的な法律構成を検討す

る。

1．ファミリーヴィアジェの要件

最初に，ファミリーヴィアジェが備えるべき特徴をあらためて整理した

上で， 2以下で重要な点について敷衍し，さらに細かな点については，次

節の契約例の補注で説明する。

⑴ 親子間の自宅売買＋終身定期金

ファミリーヴィアジェ契約は，○1 扶養義務や相続関係が存在するため，

すでに述べた不動産ヴィアジェにかかる問題が先鋭化するリスクが低い者

どうしで，○2 親世代に属する売主が自宅（土地・建物）の全部または一

部を子以降の世代に属する買主に売却し，○3 その代金債権を，これと現

価が同額である買主に対する終身定期金債権を取得することにより消滅さ

せるという基本構造をとるものであること（本節 2参照）。
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⑵ 所有権の移転時期

対象物件の所有権は，契約を締結した時点で売主から買主に移転するこ

と。税法上も対象物件の譲渡が認識されるものであること（本節 2参照）。

⑶ 売主の継続居住

売主と売主の配偶者その他の同居人が，売却した元自宅に死ぬまで，ま

たは，希望する時期まで継続して無償で居住することができること。ただ

し，買主が正当な根拠により所有権に基づき退去を求める権利を完全には

剥奪しないこと（本節 3参照）。

⑷ 終身定期金不履行の場合と措置と有因性

⑴と表裏の問題として，終身定期金の負担により売買代金の支払いが完

了し，その後に終身定期金の不履行によって売買契約そのものの効力に影

響が及ぶことがないこと。一方，売買契約の効力に問題がある場合には，

終身定期金の効力にも影響が及ぶこと（本節 2・ 4参照）。

⑸ 修繕等の取扱

通常の必要費は継続居住する売主が行い，大規模修繕となる特別の必要

費や有益費の費用については買主負担を原則としつつも柔軟な取扱が可能

となること（次節書式例○4 参照）。

⑹ 定期金債務不履行時の対応

終身定期金の債務不履行がある場合，売主（定期金債権者）は最終的に

対象物件を残額の支払いの引当に出来ること。一方，売主の救済を民法

691条が定める，契約を解除してそれまで受け取った定期金の元本を返還

する代わりに対象物件を取り戻すという方法に限定せず，より現実に即し

た柔軟な対応をとれるようにすること（本節 4参照）。
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30) 我妻栄『新訂債権総論』（岩波書店，1964）359-360頁，奥田昌道『債権総論［増補版］』

（悠々社，1992）597頁，中田裕康『債権総論［第 3版］』（岩波書店，2013）418-419頁。

⑺ 買主債権者との関係

終身定期金支払い中は買主の債権者や倒産管財人が対象物件を差押えて

売主の居住権を侵害することがないようにすること（本節 4参照）。

2．契約の基本構造

⑴ 自宅を元本とする終身定期金契約

典型的な民法の終身定期金契約は，当事者の一方が終身定期金債権を取

得する対価（元本）として自宅を相手方に移転するという構造を想定して

いる（図表 3 左）。この構成は，終身定期金の債務不履行があった場合，

契約を解除して元本を取り戻す一方で，それまでに受け取った定期金の元

本部分を返還せよとする民法の原則（民691条）になじむ。しかし，こう

した取扱に問題があることはすでに指摘したとおりである。また，代金の

完済時期が両親の双方が亡くならないと確定しないため，所有権の移転時

期が不分明になるほか，終身定期金契約に基づく所有権移転登記の前例が

恐らくほとんどないことから実務的な対応において支障がでるリスクもあ

る。

⑵ 自宅を売却して代金債務を終身定期金で更改

これに対し，自宅の売買契約にかかる代金債務をこれと現価が等しい終

身定期金契約により更改（民513条）するという構成をとれば（図表 3

右），代金債務はその時点で消滅するから，所有権もその時点で移転する

と考えるのが自然だし，移転登記の原因も単純な売買となるので実務的な

支障もない。さらに，更改は有因と解されているので30)，売買契約の解

除，無効・取消の場合には終身定期金による更改契約も無効となる一方，

終身定期金債務の不履行があったとしても，売買契約には当然に影響が及
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31) 更新債務が履行されない場合に更改契約を解除できるか（旧債務が復活するか）につい

ては，否定説が通説である（我妻前掲注30，366頁，我妻栄『債権各論上巻』（岩波書店，

1954）150頁，奥田前掲注30，601頁，中田前掲注30，420頁）。

ばないとする構成になじむ31)。ただし，こうした構成をとれば当然に民

法691条が適用されなくなるとはいえないから（代金債務を元本とする終

身定期金契約と考えて同条によって代金債務が復活すると解することも可

能），売買契約と終身定期金による更改契約の双方に特約を設けておく必

要がある。

図表 3 不動産ヴィアジェの法律構成の比較

200-3

なお，代金債務と終身定期金債務の等価性が認められるためには，売主

と配偶者等がその年齢なりの平均的な健康状態にあることが前提となるの
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32) 特に，売主が契約後短期間に死亡した場合に，○1 共同相続人が不動産ヴィアジェを仮

装した贈与契約だといった理由で特別受益（民903条）を主張されるリスク，○2 税務当局

により相続税の潜脱行為とみなされるリスク等を回避するためにはこうした配慮が欠かせ

ない。

33) 若年で契約を行う場合には，たとえば，定期金の支払始期を将来とするといった対応も

考えられる。

で，念のために医師の診断書等を取得しておくことが好ましい32)。逆に，

余命に明らかに影響を与える疾病・障害等が認められる場合には現価計算

においてこの点を十分に考慮し，また，考慮したことを第三者の目にも明

らかにしておく必要がある。ただし，これを個人間で的確に行うことは困

難なので，ファミリーヴィアジェはできるだけ健康なうちに行うことが望

ましいであろう33)。

3．継続居住の確保

両親は，自宅の売却持分が100％未満なら共有持分に基づいて全部を利

用することができるが（民249条），100％の場合は別途居住権原が必要と

なる。この場合，第三者との関係ではむしろ賃貸借契約を締結し，家賃を

定期金から控除したかたちにして居住権を確保する必要があるが，親族間

の場合，むしろ使用貸借契約によることが自然であろう。実務的にみる

と，仮に両親が共有持分を留保する場合であっても，期間が長期に及ぶた

め，使用貸借契約を締結して権利関係を明確にすべきである。「借主の双

方が死亡するまで」という定めは不確定期限であるから，使用貸借であっ

ても貸主は期限の到来までは信頼関係の破壊にあたる場合を除き当然に解

約を請求することはできない（民597条）。このかぎりで，借主の居住権は

確保される（転得者や貸主債権者との関係は 4参照）。

使用貸借については通常の必要費は借主の負担，その他は貸主の負担と

なるが（民595条），親族間の取引であることに鑑み，契約上柔軟な対応が

できるような配慮を行う必要がある。
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34) 個人間取引なので専門的な信用調査力は期待できないから，財産・負債明細書の内容を

取得しておけば善意が推定されると考えてよいと思われる。ただし，親族間であるが故に

詐害性が認められやすいという要素もあるから十分に注意する必要がある。

4．自己信託による権利保全

使用貸借の借主には，貸主が対象物件を転売したり，対象物件を差し押

さえられたりした場合に，登記を具備した賃貸借や借地借家法に基づく借

家権のような対抗力を具備する手段が認められていない。このため，第三

者との関係で継続居住をいかに確保するかが問題となる。一方，終身定期

金の債務不履行の場合には自宅から優先弁済が受けられるようにしておく

必要もある（仏民法1978条参照）。

こうしたニーズに対応するには，買主が取得した自宅にかかる持分を信

託財産とし，売主を第一受益者，自分自身を残余財産受益者とする自己信

託（信託 3条 3号）を設定し，信託財産を固有財産から分離し，強制執行

や倒産手続きから隔離すると同時に（信託23条・25条），受託者として，

○1 父母の生存中は転売を制限，○2 使用貸借を維持，○3 終身定期金債務

不履行の場合には信託財産を返済の引当てとする（換価もしくは代物弁

済），といった義務を負担することが考えられる。不動産を信託財産とす

る自己信託については登記制度が整備されており（不登98条 3 項，97条），

信託証書の内容が登記事項となるので高い公示性が確保され，信託義務に

違反する取引については事前の差し止め請求（信託44条），事後の利益相

反行為を理由とする取消しが認められる（信託31条 6 項・ 7項）。

なお，自己信託において，信託設定時点において買主が無資力である場

合であって売主がそのことについて善意でない場合には，委託者の債権者

による信託財産への強制執行が排除されないというリスクがある（信託23

条 2 項）。このため，設定時点において買主（委託者兼受託者）が無資力

でない旨を確認する目的で財産・負債明細書を売主（受益者）に交付する

等の対応をとっておくことが望ましい34)。
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Ⅳ ファミリーヴィアジェ契約例

以上を踏まえて具体的なファミリーヴィアジェ契約を設計する。全体

は，終身定期金払土地建物売買契約，終身定期金による債務更改契約，自

己信託設定公正証書，使用貸借契約からなり，これらが一体としてファミ

リーヴィアジェ契約を構成する。前例のないものなので条文単位の起草を

行い，補注を加えた。
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あ と が き

超高齢化社会等の進行によって，わが国では世界に先駆けてさまざまな

新しい取引ニーズが生じている。一方，わが国の取引法制は他の先進国と

比べても十分高い水準にあり，そうした新しい取引ニーズに既存の枠組み

だけでも十分に対応できる懐の深さを有している。そして，研究者には，

社会構造変化に即した新しい取引ニーズを把握し，基礎的研究の一環とし

てたたき台となる仕組みづくりを行うという知的努力が求められている。

本稿では，長寿化時代における扶養と相続の問題を取引法的構成によっ

て解決する試みのひとつとして，「忘れ去られた」制度である終身定期金

に焦点をあてるとともに，まだまだ「おっかなびっくり」で実務が扱いあ

ぐねている最新の法技術である自己信託の債権保全への活用を試みた。こ

れをたたき台に今後立法による制度導入も含めた議論が活発化し，「財産

を相続させる」前に，「財産をできるかぎり活用して子世代にやっかいを

かけない」ための法的選択肢が増えることに期待したい。
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